
Lake Biwa

O t s u C i t y

大津市の財務書類の概要 （令和４年度決算）

【単式簿記】
収入・支出を一面的に記帳

企業会計
資産、コストの見える化に優れる

【現金主義】
現金の収支に着目した会計

車両100万円 借金40万円（負債増加）

（資産増加） 現金60万円（資産減少）

官庁会計
執行状況の把握に優れる

減価償却費、退職手当引当金等のコスト情報の把握

→ 将来負担の一層の見える化

歳出として表れないコスト情報、資産・

負債のストック情報が把握できない。

１ 地方公会計制度の概要
地方公共団体の会計制度（いわゆる官庁会計）は、年度単位とした現金主義・単式簿記の方式であり、収

入・支出や現金残高などの情報が比較的に分かりやすいという長所があります。一方で、これまでに築き上
げてきた資産や将来の債務残高、減価償却などの情報が網羅されていない短所も持ち合わせていることに加
えて、行政活動の「見える化」が求められており、国では、地方公共団体の会計制度による決算情報を補完
する「新地方公会計制度」の活用を自治体に要請しており、特別会計や企業会計、財務的関与の強い団体と
の連結財務諸表の作成・公表を進め、全国統一のルール、指針に加え、作成基準の整備など必要な改正が進
められてきました。

【複式簿記】
借方・貸方に二面的に記帳

【発生主義】
経済事象に着目した会計
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大津市の財務書類の概要 （令和４年度決算）

2 財務書類の対象とする団体（会計）

本市では、平成19年度決算までは「旧総務省方式」により、貸借対照表、行政コスト計算書を作成・公表し、
平成20年度決算から「総務省方式改訂モデル」により財務4表を作成・公表してきました。

また、平成22年度から新財務会計システムの稼動に併せて、複式簿記による財務諸表作成システムを導入し、
平成23年度には固定資産台帳の整備を進めるとともに、平成23年度決算から固定資産の算定等において、より

精緻なモデルである「基準モデル」による財務書類を作成してきました。

さらに、平成28年度決算からは国の要請に基づき、「統一的な基準」による財務書類を作成・公表しています。

なお、本市では、下記3区分において財務書類を作成しています。

（

（特別会計） （企業会計）

国民健康保険事業 水道事業

介護保険事業 下水道事業

後期高齢者医療事業 ガス事業

卸売市場事業

全体財務書類

一般会計

（特別会計）

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

学校給食事業

病院事業債管理

（一部事務組合） （第三セクター等）

滋賀県市町村職員研修センター (公財)大津市公園緑地協会

滋賀県後期高齢者医療広域連合 (一財)大津市勤労者互助会

(社福)大津市社会福祉協議会

(社福)大津市社会福祉事業団

（地方独立行政法人） (公社)びわ湖大津観光協会

市立大津市民病院 びわ湖ブルーエナジー(株)

浜大津都市開発(株)

(公社)大津市シルバー人材センター

(公財)国際親善協会

(株)まちづくり大津

(一社)大津市スポーツ協会

一般会計等財務書類

連結財務書類
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大津市の財務書類の概要 （令和４年度決算）

（資産の部）
固定資産のうちインフラ資産について、公

園・道路の工作物の減価償却等により、令和
４年度は28億円減少しました。

また、寄附金の増加に伴う湖都大津まちづ
くり基金への積立や将来の財政需要に備えた
各種基金（庁舎整備基金、公共施設等整備基
金、財政調整基金等）への積立が46億円増加
しました。

（負債・純資産の部）
固定負債のうち地方債について、臨時財政

対策債及び病院事業債の償還等により、令和
４年度は21億円減少しました。流動負債のそ
の他は、ごみ処理施設改築更新の未払金の支
払等により17億円減少しました。

総資産と負債の差額として将来の世代へ残
される資産の純額(「純資産」)は53億円増加
しました。

3 貸借対照表（一般会計等）

本市が有する全ての「資産」と「負債」を一覧にまとめたもので、左側に「資産」、右側に「負債」と資産と
負債の差額である「純資産」が記載されています。

健全な財政運営のためには、将来世代に残される資産の純額（「純資産」）を維持することが重要です。

（単位：億円）

資産 R4(A) R3(B) (A-B) 負債 R4(A) R3(B) (A-B)

固定資産 5,708 5,720 △ 12 固定負債 1,378 1,406 △ 28

　 事業用資産 2,574 2,574 △ 1 　 地方債 1,218 1,239 △ 21

　 インフラ資産 2,573 2,601 △ 28 　 退職手当引当金 141 144 △ 4

　 投資及び出資金 207 204 3 　 その他 18 23 △ 4

　 基金 233 205 28 流動負債 158 175 △ 17

　 その他 122 137 △ 15 　 地方債 105 105 0

流動資産 200 180 20 　 その他 53 70 △ 17

 　現金預金 78 79 △ 1 負債合計 1,536 1,581 △ 45

 　未収金 7 5 1

 　基金 103 85 18

 　その他 12 11 1 純資産 4,372 4,319 53

資産　合計 5,908 5,900 7 負債・純資産　合計 5,908 5,900 7

※表示単位未満の数値の四捨五入により、資料中の説明文や表内の数値が一致しない場合があります。
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大津市の財務書類の概要 （令和４年度決算）

4 行政コスト計算書（一般会計等）

１年間の費用・収益の取引額を示すもので、１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスの提供といった
本市の資産形成に結びつかない行政サービスに要したコストを人件費、物件費などの業務費用や補助金や社会
保障給付などの移転費用に区分して表示したものです。

これから直面する人口減少、少子高齢化を見据えた持続可能な都市経営の実現に向け、予算規模の適正化を
図りながら、限られた財源を効率的に活用した行財政運営が求められます。

経常経費の業務費用のうち物件費等について、電
子市役所推進事業や施設設備の減価償却費等の費用
の増加により、4億円増加しました。

移転費用のうち補助金等について、令和4年度に
おいても、市民の暮らしと事業者の営みを守るため
の各種支援金が給付されましたが、令和3年度に実
施された「子育て世帯への臨時特別給付金」の減少
等が影響し、31億円減少しました。

臨時損益は、令和3年度は旧ごみ処理施設の解体
等に伴う資産除売却損の臨時損失を30億円計上し
ていましたが、令和4年度は9億円となりました。
各項目の合計・差引により、純行政コストは対前年
度で29億円減少しました。

（単位：億円）

R4(A) R3(B) (A-B)

経常経費（a=b+c） 1,228 1,235 △ 7

　業務費用（b） 600 591 9

　 　人件費（人に係るコスト） 237 232 5

　 　物件費等（物に係るコスト） 341 337 4

　 　その他 21 21 0

　移転費用（c） 629 645 △ 16

　 　補助金等 154 186 △ 31

　 　社会保障給付 377 365 12

　 　その他 97 94 3

経常収益（d） 63 62 2

純経常行政コスト（e=a-d） 1,165 1,174 △ 9

　臨時損益（f） 〔△は利益〕 9 30 △ 21

純行政コスト（g=e+f） 1,175 1,204 △ 29
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大津市の財務書類の概要 （令和４年度決算）

5 純資産変動計算書（一般会計等）

現世代が負担すべき公共サービスの額（純行政コスト）と財源（税収や補助金等）を併記することにより、
どの程度現世代が負担しているか（世代間負担の公平性）、また、１年間で純資産（保有している総資産のう
ち、将来世代に残される資産の純額）がどのように増減したかを示すものです。

本年度差額がゼロであれば、受益と負担が
均衡しており、プラスであれば、現世代によ
り必要な公共サービスの額が賄われ、純資産
が増加して将来世代への負担は軽減されます。
マイナスであれば、現世代では必要な公共
サービスの額が負担できず、純資産が減少し
て将来世代に負担を回すこととなります。

本年度と前年度の増減について、前ページ
記載のとおり、純行政コストは29億円の減
少となりました。

財源のうち税収は、社会経済活動の再開等
に伴い27億円増加しましたが、国県等補助
金は32億円の減少となりました。

本年度差額は25億円のプラスで、現世代
により必要な公共サービスが賄われています。

（単位：億円）

R4(A) R3(B) (A-B)

前年度末純資産残高（a） 4,319 4,263 56

純行政コスト（b） △ 1,175 △ 1,204 29

財源（c=d+e） 1,235 1,239 △ 4

　税収等（d） 790 762 27

　国県等補助金（e） 445 477 △ 32

本年度差額（f=b+c） 60 35 25

その他の変動（g） △ 7 21 △ 28

本年度純資産変動（h=f+g） 53 56 △ 4

本年度末純資産残高 4,372 4,319 52
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大津市の財務書類の概要 （令和４年度決算）

6 資金収支計算書（一般会計等）

１年間の資金の流れを表し、本市の活動を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分けすることに
よって、それぞれの活動ごとの資金の「調達元」や、その「使いみち」を明らかにすることができます。

(業務活動収支)
支出では、物件費や社会保障費が増加しましたが、

令和3年度の「子育て世帯への臨時特別給付金」の減
少分が影響し、全体では１億円の微増となりました。

収入では、社会経済活動の再開に伴い税収等が22
億円増加し、全体でも11億円の増加となりました。

(投資活動収支)
支出の公共施設等整備費について、大型事業のご

み処理施設改築更新の完了が影響し、47億円の減少
となりました。収入の国県等補助金も、上記事業に
関連する交付金の減少等により20億円減少しました。

将来の財政需要に備えた各種基金（庁舎整備基金、
公共施設等整備基金、財政調整基金等）への積立は、
増加しました。

(財務活動収支)
借入による収入は、臨時財政対策債や病院事業債

を含む地方債発行の減少により、51億円減少し、一
方、返済に伴う支出は6億円増加しました。

今後も、地方債残高には注意を払っていきます。

● 業務活動収支（人件費や社会保障給付など自治体の本来業務に対する支出が、税収や国県補助金等の収入によってどの程度賄われたかを表す。）

● 投資活動収支（公共施設の整備や基金の積立、外郭団体等への出資、出捐、貸付などがどの程度行われたかを表す。）

● 財務活動収支（地方債の発行や償還などがどの程度行われたかを表す。）

（単位：億円）

R4(A) R3(B) (A-B) R4(A) R3(B) (A-B)

業務活動収支 110 101 9 財務活動収支 △ 14 40 △ 55

業務活動等支出 1,154 1,153 1 財政活動等支出 114 109 6

人件費 240 241 △ 1 借金の返済 110 104 6

物件費 266 247 19 その他 4 5 △ 1

社会保障費 377 365 12 財政活動等収入 100 149 △ 49

その他 272 300 △ 28 借金の借入 90 141 △ 51

業務活動等収入 1,268 1,257 11 その他 10 8 3

税収等 790 767 22 本年度資金収支額 △ 3 13 △ 16

国県等補助金 417 428 △ 11 前年度末資金残高 48 35 13

その他 61 61 △ 0 本年度末資金残高 46 48 △ 3

臨時支出 4 3 1

臨時収入 0 0 0

投資活動収支 △ 98 △ 128 30

投資活動等支出 136 189 △ 52

公共施設等整備費 75 122 △ 47

基金積立 53 46 7

その他 8 21 △ 13

投資活動等収入 38 61 △ 22

国県等補助金 28 48 △ 20

基金取崩 7 10 △ 4

その他 4 2 2
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大津市の財務書類の概要 （令和４年度決算）

7 財務書類から分かる主な指標【資産の状況（一般会計等）】

（注）比較対象の中核市数値は総務省HPにおいて公表されている令和2年度財務書類データに基づき、本市が算定したもの。

令和4年度 令和3年度 令和2年度 中央値 平均値

3.9

60.0

10.2

0.5

維持補修費÷
償却資産の取得原価

0.3 0.4 0.4 0.5

　償却資産（建物・工作物等）の取得価額等に対する維持
補修費の割合を表し、公共施設等にどの程度の修繕を行っ
たかを把握することができます。

2.7

　これまでにストックとして形成された資産が歳入の何年
分に相当するかを表し、資産形成の度合いを把握すること
ができます。

6.3

　現在保有している有形固定資産のうち、建物、工作物等
の償却資産を全て取得原価でそのまま更新したと仮定した
場合の整備費の目安（減価償却累計額）に対して、基金
（減債基金を除く）がどの程度あるかを表します。

資産合計 ÷
歳入総額

視点 指標

大津市 中核市（令和2年度）

分析

資産の
状況

歳入額
対資産比率（年）

4.1 3.4 2.5

減価償却累計額÷
（有形固定資産合計　－
土地等の非償却資産　＋

減価償却累計額）

減価償却累計額
対基金残高比率（%）

11.4 9.0 5.4

有形固定資産
減価償却率（%）

61.6 62.7 62.8 62.8

　有形固定資産が耐用年数に対して、資産の取得からどの
程度経過しているか（老朽化）の程度を表します。この指
標が低いほど有形固定資産の老朽化が進んでいないことを
示します。

基金残高
（減債基金を除く）
÷減価償却累計額

有形固定資産
取得原価対

維持補修費比率（%）
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大津市の財務書類の概要 （令和４年度決算）

8 財務書類から分かる主な指標【負債の状況（一般会計等）】

（注）比較対象の中核市数値は総務省HPにおいて公表されている令和2年度財務書類データに基づき、本市が算定したもの。

令和4年度 令和3年度 令和2年度 中央値 平均値

負債の
状況

基礎的財政収支（百万円）

6,631 546 2,069 936

　税収・税外収入と公債費を除く歳出との収支を表し、
その時点で必要とされる政策的経費を、その時点の税収
等でどれだけまかなえているかを示す指標です。この数
字がマイナスの場合は、収支の改善が必要です。

負債合計 ÷ 歳入総額

視点 指標

大津市 中核市（令和2年度）

分析

業務活動収支
（支払利息支出を除く）　＋

投資活動収支
（基金積立金支出及び
基金取崩収入を除く）

債務償還可能年数（年）

10.0 17.0 15.9 26.8

　仮に、業務活動の黒字分を債務の償還財源に充てた場
合に、何年で債務を償還できるかを表します。対前年度
で1.8年の減少となり、中核市との比較でも低い数値と
なっています。

（地方債残高　＋
未払金（長期・短期）　＋

損失補償等引当金　＋
退職手当引当金　―　基金残高）
　÷（業務収入　―　業務支出）

歳入額対負債比率（年）

1.1 0.9 0.8 0.8

1,733

11.8

1.1
　負債残高が歳入の何年分に相当するかを表し、負債の
大きさの度合いを把握することができます。
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大津市の財務書類の概要 （令和４年度決算）

9 財務書類から分かる主な指標【資産と負債、純資産の状況（一般会計等） 】

（注）比較対象の中核市数値は総務省HPにおいて公表されている令和2年度財務書類データに基づき、本市が算定したもの。

令和4年度 令和3年度 令和2年度 中央値 平均値

純資産 ÷ 資産合計

視点 指標

大津市 中核市（令和2年度）

分析

資産と
負債,純
資産の
比率

純資産比率（%）

74.0 73.5 68.3

地方債残高（※）÷
有形・無形固定資産合計

(※臨時財政対策債等を控除)

将来世代負担比率（%）

13.8 13.7 18.3 18.9

　社会資本の整備結果を示す事業用資産とインフラ資産と
物品を地方債等の負債によってどれくらい調達したかを表
します。この指標が高いほど将来の世代が負担する割合が
高いことを表します。地方債残高の減少に伴い、対前年度
で0.3％の減少となりました。

14.1

73.2 67.1

　総資産のうち、返済義務のない純資産の割合を示すもの
で、この比率が高いほど財政状況が健全であると言えま
す。対前年度で増加し、中核市との比較でも高い水準と
なっています。
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大津市の財務書類の概要 （令和４年度決算）

10 財務書類から分かる主な指標【損益の状況（一般会計等） 】

（注）比較対象の中核市数値は総務省HPにおいて公表されている令和2年度財務書類データに基づき、本市が算定したもの。

令和4年度 令和3年度 令和2年度 中央値 平均値

　純資産変動計算書における「本年度差額」は、行政サー
ビス全体における１年度中の受益（≒行政コスト）と負担
（≒使用料、税収等）の差額を示すものであり、世代間の
負担の公平性と財政の健全性の点からは、ゼロ又は若干の
プラスが好ましいとされます。
　この「本年度差額」の経常収益及び財源に対する比率を
見ることにより、「本年度差額」の水準の度合いを把握す
ることができます。

2.7

　行政サービスには、受益者が直接負担することが望まし
い費用があり、これらの費用は受益者負担の観点から、費
用の一部を使用料や手数料としてサービスを利用された方
に負担していただいています。これらの使用料・手数料な
ど（経常収益）と総行政コスト（経常費用）との割合を受
益者負担比率といいます。

経常収益÷経常費用

本年度差額率（%）

4.6 1.0 0.1 0.2

損益の
状況

受益者負担比率（％）

5.1 3.5 3.4 3.75.0

視点 指標

大津市 中核市（令和2年度）

分析

本年度差額÷
（経常収益＋財源）


